
                     

　

老
齢（
退
職
）年
金
、遺
族
年
金
及
び
障
害

年
金
の
額
に
よ
っ
て
、特
別
徴
収
、普
通
徴
収

に
分
か
れ
ま
す
。

猿

特
別
徴
収

　

老
齢（
退
職
）年
金
な
ど
が
年
額　

万
円
以

１８

上
の
方
は
、年
金
か
ら
介
護
保
険
料
が
天
引

き
さ
れ
ま
す
。

猿

普
通
徴
収

　

老
齢
福
祉
年
金
の
み
の
方
と
老
齢（
退
職
）

年
金
な
ど
が
年
額　

万
円
未
満
の
方
は
、納

18

付
書
ま
た
は
口
座
振
替
で
納
め
て
い
た
だ
き

ま
す
。

　

平
成　

年　

月
の
介
護
保
険
制
度
の
改

１８

１０

正
で
、い
ま
ま
で
年
金
か
ら
の
徴
収
（
天
引

き
）
が
年
１
回　

月
か
ら
開
始
さ
れ
て
い
ま

１０

し
た
が
、
留
萌
市
で
は
年
２
回
、
４
月
と　
１０

月
か
ら
の
開
始
に
な
り
ま
す
。

　

今
ま
で
、
資
格
取
得
後
（
満　

歳
到
達
・
転

65

入
）
最
長
１
年
６
カ
月
か
か
っ
て
い
た
年
金

か
ら
の
徴
収
開
始
が
最
長
１
年（
６
カ
月
〜

１
年
）に
短
縮
さ
れ
ま
す
。

　

平
成　

年
４
月
か
ら
年
金
徴
収
が
開
始
さ

１９

れ
る
の
は
、
平
成　

年　

月
１
日
現
在
で
資

１８

１０

格
を
有
す
る
方
で
す
。

　　
●
担
当
者
か
ら
皆
さ
ん
へ
●

成　

年
4
月
か
ら
始
ま
り
ま
し
た

12
介
護
保
険
制
度
は
、　

歳
以
上
の
方

40

全
員
が
加
入
者
と
な
り
、
高
齢
者
の
暮
ら

し
を
地
域
全
体
で
支
え
る
制
度
で
、
介
護

を
必
要
と
す
る
方
を
支
え
る
重
要
な
財
源

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

災
害
な
ど
の
特
別
な
事
情
が
な
い
の
に

介
護
保
険
料
を
納
め
な
い
で
い
る
と
、
納

め
な
い
期
間
に
応
じ
て
給
付
制
限
を
受
け

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

留
萌
市
の
介
護
保
険
は
皆
さ
ん
の
保
険

料
で
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

保
険
料
は
、
納
期
内
に
納
め
ま
し
ょ
う
。

　

護
申
請
手
続
き
は
、次
の
2
カ
所
で

行
っ
て
い
ま
す
。

★
留
萌
市
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
は
ー
と
ふ

る
」い
き
が
い
課
介
護
保
険
係

　

緯　

・
2
5
5
8

49

　

五
十
嵐
町
1
丁
目
1
番　

号
10

★
市
役
所
社
会
福
祉
課
総
合
相
談
窓
口

　

緯　

・
1
8
0
7

42

　

幸
町
1
丁
目　

番
地 

11

　

■
お
問
い
合
わ
せ

　

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
は
ー
と
ふ
る

　

生
活
福
祉
部
い
き
が
い
課

　

介
護
保
険
係

　

察　

・
2
5
5
8

49

　

平
成　

年
4
月
に
改
定
し
ま
し
た
介
護
保

18

険
料
は
、　

歳
以
上
の
方
の
所
得
や
住
民
税

65

の
課
税
状
況
に
よ
り
、
平
成　

年
度
ま
で
5

17

段
階
だ
っ
た
も
の
が
、
低
所
得
の
方
の
段
階

を
2
つ
に
分
け
6
段
階
【
図
1
】
に
な
り
ま

し
た
。

　

ま
た
、
同
じ
時
期
に
行
わ
れ
た
税
制
の
改

正
（
老
齢
者
控
除
の
廃
止
な
ど
）
に
よ
っ
て

介
護
保
険
料
段
階
が
上
が
っ
た
方
は
、
留
萌

市
に
お
い
て
は
お
よ
そ
1
0
0
0
人
の
方
が

対
象
に
な
り
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
か
ら
適
用
さ
れ
た
主
な
改
正

１８

は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
定
率
減
税
が
1
/
2
に
縮
減

②
生
計
同
一
の
妻
に
対
す
る
均
等
割
の
半
減

措
置
の
廃
止

③　

歳
以
上
の
公
的
年
金
控
除
の
変
更

65
④
老
齢
者
（　

歳
以
上
）
控
除
の
廃
止

65

⑤
合
計
所
得
1
2
5
万
円
以
下
の
老
齢
者
に

適
用
さ
れ
る
非
課
税
制
度
の
廃
止

　

こ
の
改
正
に
伴
っ
て
、
こ
れ
ま
で
住
民
税

が
非
課
税
の
方
で
も
、
一
定
以
上
の
所
得
が

あ
れ
ば
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
ま
た
、

従
来
か
ら
住
民
税
を
負
担
し
て
い
て
も
納
め

る
税
額
が
増
加
し
た
方
も
い
ま
し
た
。

　

介
護
保
険
料
の
算
定
は
、
次
の
と
お
り
で

す
。

①
被
保
険
者
本
人
が
課
税

②
被
保
険
者
本
人
が
非
課
税

③
被
保
険
者
本
人
が
非
課
税
で
同
一
世
帯
に

課
税
さ
れ
て
い
る
方
が
い
る
か
が
基
に
な
っ

て
い
る
た
め
、
税
制
改
正
に
よ
る
負
担
増
は

大
き
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、
平
成　

年
度
、
平
成　

年
度
は

18

19

急
激
な
保
険
料
の
上
昇
を
抑
え
る
た
め
、
激

変
緩
和
措
置
が
と
ら
れ
、
段
階
的
に
引
上
げ

ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

税
制
改
正
の
影
響
に
よ
り
介
護
保
険
料
が

急
激
な
上
昇
を
し
た
方
に
対
し
て
、平
成　
18

年
度
、　

年
度
の
2
年
間
で
段
階
的【
図
２
】

19

に
保
険
料
を
引
き
上
げ
て
い
く
経
過
措
置
を

「
激
変
緩
和
措
置
」と
い
い
ま
す
。

平成12年4月から始まりました「介護保険制度」は、3年ごとに介護サー

ビスの利用状況を見直し、平成18年4月に改定になりました。

現在、少子高齢化や核家族化などの進展に伴い、家族だけでは十分な介

護が難しい状況です。このような深刻化する介護の問題に対応してい

くためには、一人一人が介護保険に対する「知識」と「理解」が必要です。 

■介護保険料【図１】　　　　　　

Ｈ１８年度～
Ｈ２０年度

対象区分保険料段階

２4，4００円
生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で
あって世帯全員が住民税非課税の場合 

 第１段階  

２4，4００円
世帯全員が住民税非課税で課税年金収入額、
合計所得金額が80万円以下の場合

 第２段階  

36，6００円
世帯全員が住民税非課税で第2段階対象者
以外の場合

 第３段階  

48，8００円
世帯の中に住民税が課税されている人がい
て、本人は住民税非課税の場合

 第４段階  

61，0００円
本人が住民税課税で前年の合計所得金額が
２００万円未満の場合

 第５段階  

73，2００円
本人が住民税課税で前年の合計所得金額が
２００万円以上の場合

 第６段階  

■保険料の激変緩和措置【図2】　　　　　　

Ｈ20
年度

Ｈ１9
年度

Ｈ１８
年度

対象区分  保険料段階

48，8００円

40，５００円3２，2００円税制改正に伴う「第１段階からの激変緩和措置の対象者」

 第４段階  40，５００円3２，2００円税制改正に伴う「第2段階からの激変緩和措置の対象者」

4４，４００円40，５００円税制改正に伴う「第３段階からの激変緩和措置の対象者」

６１，0００円

4８，８００円3６，６００円税制改正に伴う「第１段階からの激変緩和措置の対象者」

 
 第５段階  

  

4８，８００円3６，６００円税制改正に伴う「第2段階からの激変緩和措置の対象者」

52，７００円4４，４００円税制改正に伴う「第３段階からの激変緩和措置の対象者」

56，6００円５２，７0０円税制改正に伴う「第４段階からの激変緩和措置の対象者」

介
護
保
険
料
の
改
定
と
は

税
制
改
正
の
内
容
は

激
変
緩
和
措
置
と
は

介
護
保
険
料
の
納
め
方
は

平

特
別
徴
収
の
開
始
が
年
2
回
に

介
護
保
険
料
の
算
定
は

介

２３

【例】北海留吉さんの場合

■平成１８年６月末に介護保険係より送付されていま

す介護保険料納入通知書をご確認ください。

平成18年度　納入通知書(介護保険料額決定通知書)

00000 被保険者番号北海留吉 被保険者氏名

男性別昭和3.1.1生年月日

決定年月日決定事由

 保険料額保険料算出額柑＊敢 /12保険料率柑所得段階区分月数敢期間

61,00061,00061,000第5段階12月４月～３月

【保険料算定の基礎】

【期別保険料額】

変更後の保険料額 変更前の保険料額 
普徴納期限普徴期別 特徴月

特別徴収普通徴収特別徴収普通徴収

52,700計

（イ）52,700（ア）合計額

（イ）－（ア）差引増減額

第5段階保険料段階

激
変
緩
和
措
置
に
該
当
す
る
例

　

税
制
改
正
が
な
い
場
合
、
本
人
が
非
課
税
で
同
一
世

帯
に
課
税
さ
れ
て
い
る
方
が
い
る
北
海
留
吉
さ
ん
は
、

第
４
段
階（
４
万
８
８
０
０
円
）で
し
た
が
、
税
制
改
正

に
よ
り
住
民
税
に
均
等
割
り
が
か
か
り
ま
し
た
。

　

こ
の
場
合
、
２
０
０
万
円
未
満
の
住
民
税
が
課
税
さ

れ
た
た
め
、
第
５
段
階（
６
万
１
０
０
０
円
）に
な
り
ま

す
が
、
税
制
改
正
の
影
響
を
受
け
て
い
る
の
で
、
平
成

　

年
度
に
５
万
２
７
０
０
円
、
平
成　

年
度
に
５
万
６

１８

１９

６
０
０
円
に
保
険
料
が
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

死氏氏

死氏

平成１８年４月１日現在で資格

を有する方で、納入通知書の

「【期別保険料 額】の合計額

（イ）」の額と「【保険料算定の基

礎】の保険料額」が違う方が、激

変緩和措置の該当になります。
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